
診療情報（診療記録等）開示に関する規定 
1. 目的 
当院は、患者の知る権利及び自己情報コントロール権を尊重するとともに、診療情報

の適切な提供を推進するため、厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の
適切な取扱いのためのガイドライン」及び「診療情報の提供等に関する指針」に基づき、
診療情報の開示を行う。 
 
2. 開示対象となる診療情報 
開示対象は、当院が保有する次の診療情報とする。 

1. 診療録（電子カルテを含む） 
2. 看護記録等の診療記録 
3. 検査記録及び検査結果 
4. 処方内容に関する記録 
5. 画像検査記録（X 線、CT、MRI等） 
6. その他、診療に関して作成又は取得した記録 
法令等により保存されている範囲内の情報を対象とする。 

 
3. 開示請求ができる者 
開示請求ができる者は、原則として患者本人とする。ただし、次の者は必要書類を提

出した場合に限り、開示請求を行うことができる。 
（1）法定代理人 

• 親権者 
• 未成年後見人 
• 成年後見人 
※患者本人が満 15 歳以上の場合は、原則として本人の同意を必要とする。 

（2）任意代理人 
患者本人から委任を受けた親族その他これに準ずる者 

（3）患者本人の判断能力に疑義がある場合 
患者本人を現実に介護又は支援している親族その他これに準ずる者 

 
 
 
 
 



（4）患者本人が死亡している場合 
次の遺族 
• 配偶者 
• 子 
• 父母 
• その他これに準ずる者 

 
4. 開示しないことができる場合 
当院は、次のいずれかに該当すると判断した場合、診療情報の全部又は一部を開示し

ないことができる。 
1. 患者本人の心身の状況に著しい悪影響を及ぼすおそれがある場合 
2. 第三者の権利利益を害するおそれがある場合 
3. 患者本人が不開示の意思を明確に示している場合 
4. 法令により開示が制限されている場合 
5. その他、院長が開示を不適当と認めた場合 

 
5. 開示請求手続 
（1）受付窓口 

診療所窓口（医事課） 
（2）受付時間 

平日 午前 9 時 00 分から午後 5時 00分まで 
（3）申請方法 
診療情報の開示を希望する者は、「診療情報開示請求書」を提出しなければならない。

なお、電話、電子メールその他口頭による請求は認めない。 
（4）本人確認 
当院は個人情報保護の観点から、請求者の本人確認を厳格に行う。 
本人確認書類は次のいずれかとする。 
顔写真付き本人確認書類（1 点） 
• 運転免許証 
• マイナンバーカード 
• パスポート 
• 在留カード 
• 身体障害者手帳 
• その他公的機関が発行した顔写真付き証明書 



顔写真のない本人確認書類（2 点） 
• 健康保険資格確認書 
• 年金手帳 
• 印鑑証明書 
• 預金通帳 
• その他本人確認が可能な公的書類 

 
（5）本人以外による請求 
代理人その他患者本人以外の者が開示請求を行う場合は、本人確認書類に加え、患者

本人との関係を証明する書類を提出しなければならない。 
なお、任意代理人による請求の場合は、患者本人が作成した委任状又は同意書を提出

しなければならない。 
患者本人が死亡している場合又は患者本人の判断能力に疑義があり委任状の取得が

困難な場合は、委任状に代えて、患者本人との関係及び請求権限を確認できる書類の提
出を求めるものとする。 
 
6. 開示決定 
開示請求を受理した後、院内で審査を行い、開示の可否を決定する。 
開示までの標準処理期間は、申請受理後おおむね 2 週間以内とする。ただし、診療記

録の量その他の事情により期間を延長する場合がある。 
 
7. 開示方法 
診療情報の開示は、次のいずれかの方法により行う。 

1. 紙媒体による写しの交付 
2. 電子媒体（CD-R、DVD-R 等）による交付 
3. 医師による説明 

 
 
 
 
 
 
 
 



8. 開示費用 
診療情報開示に要する費用は別表のとおりとする。 
別表 開示手数料 

区分 金額（税込） 

開示手数料 3,300円 

医師による説明（30分） 5,500円 

CD-R・DVD-R 作成 1,100円／枚 

診療記録等の複写 55 円／枚 

診断書作成 11,000 円～ 

 
開示資料作成後のキャンセルについては、実費相当額を請求することがある。 

 
9. 診療情報の受領 
開示資料の交付時には、請求者本人が来院し、本人確認書類を提示しなければならな

い。 
 
10. 相談窓口 
診療情報開示に関する相談及び問い合わせは、医事課が対応する。 
受付時間は平日午前 9時 00 分から午後 5時 00 分までとする。 

 
附則 
本指針は令和 5年 12 月 1 日から施行する。 

 


